
部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的） 政策体系名称

健康福祉部 災害救助事業費 災害医療救助対策事業費 4,752 ▲ 2,774
大規模災害時等における災害救助法の適用、災害弔慰金の支
給、災害援護資金の貸付、備蓄毛布の供給等を行い、災害時
の総合的な対策を図る。

防災・減災対策を
進める体制づくり

健康福祉部 災害救助事業費 災害医療体制強化推進事業費 7,551 7,051

大規模災害発生時の医療体制の充実強化を図るため、地域の
拠点となる医療施設の耐震整備、災害時に適切に対応できる
医療従事者の育成、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点
病院等の取組支援、地域の関係機関が連携した災害医療体制
の構築等に取り組みます。

防災・減災対策を
進める体制づくり

健康福祉部
激甚災害時医薬品等備
蓄・供給及び毒物劇物
総合対策費

激甚災害時医薬品等備蓄・供給体
制整備費

4,803 4,803
災害直後からの医薬品等の供給が迅速に行われることを目的
に、災害用医薬品の備蓄・供給体制を確保・構築する。

防災・減災対策を
進める体制づくり

健康福祉部
激甚災害時医薬品等備
蓄・供給及び毒物劇物
総合対策費

激甚災害時毒物劇物総合対策費 474 474

毒物劇物取扱施設に対し、毒劇物による被害対策、毒劇物事
故の処理例、保管・管理および法律等に関する情報提供を行
い、激甚災害時等において適切な対応が図られることを目指
します。

防災・減災対策を
進める体制づくり

健康福祉部 私立幼稚園振興費
私立幼稚園施設耐震化整備費補助
金

3,093 3,093
私立幼稚園における屋内運動場等の天井等落下防止対策事業
に対して助成を行うことにより、安心して学べる環境の整備
を促進する。

防災・減災対策を
進める体制づくり

健康福祉部 社会福祉統計費 社会福祉統計事務費 3,203 0

１厚生労働統計調査（社会福祉関係）に要する経費
１）福祉行政報告例
２）国民生活基礎調査
３）社会福祉施設等調査
４）介護サービス施設・事業所調査
５）地域児童福祉事業等調査
６）社会保障制度企画調査
２厚生労働統計調査（社会福祉関係）に要する市町交付金

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費 308,383 307,383

高齢者の医療の確保に関する法律により生活習慣病の予防を
目的として保険者に義務付けられた特定健康診査、特定保健
指導について、国民健康保険法に基づき市町国保及び国保組
合が実施するのに要する費用の一部を負担及び補助します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
障がい児（者）医療対策
費

障がい者医療費補助金 2,181,040 2,181,040
障がい者の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とし、
障がい者医療費助成制度を実施する市町に対して補助しま
す。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療対策事務費 302 302
後期高齢者医療制度が適切に実施されるよう、後期高齢者医
療広域連合や市町に対し技術的助言を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療費県負担金 16,779,749 15,879,749
高齢期における適切な医療の確保を図るため、後期高齢者医
療広域連合が支弁する医療費の一部を公費で負担し、国民保
健の向上及び高齢者の福祉の増進を図ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費
後期高齢者医療高額医療費支援県
負担金

770,769 770,769

高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財政リ
スクの緩和を図るため、レセプト１件当たり８０万円を超え
る医療費の部分について、国及び県が１／４ずつ負担しま
す。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費
後期高齢者医療保険基盤安定制度
県負担金

3,299,582 3,299,582

高齢期における適切な医療の確保を図るため、低所得者等の
保険料軽減分を公費で負担します。
①低所得者の被保険者均等割額を減額した額
②被用者保険の被扶養者であった被保険者の被保険者均等割
額を減額した額
③非自発的失業者に対する保険料減額分

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費
後期高齢者医療財政安定化基金積
立金

235,476 78,326

保険者（後期高齢者医療広域連合）の後期高齢者医療制度財
政の安定化を図り、その一般会計からの繰入を回避できるよ
う、予定した保険料収納率を下回って生じた保険料不足や、
給付費の見込み誤り等に起因する財政不足について、資金の
貸付、交付を行うために財政安定化基金を積み立てます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
国民健康保険行政事務
費

高額医療費共同事業負担金 1,188,903 1,188,903

高額な医療給付の発生による市町国保の財政運営の不安定性
を緩和することを目的として、各市町保険者からの拠出金を
基に国民健康保険団体連合会が実施する高額医療費共同事業
に対し、県が助成することにより共同事業の充実・強化を図
ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
国民健康保険行政事務
費

国民健康保険保険基盤安定負担金 5,568,083 5,568,083

国民健康保険は構造的に保険料（税）の軽減対象となる低所
得者の割合が高いため、他の被保険者の保険料（税）の負担
が相対的に重いものとなります。このため、低所得者に対す
る保険料（税）の軽減分相当額を公費で補填することによ
り、市町国民健康保険財政の基盤の安定化を図ります。ま
た、保険料（税）の軽減対象となった被保険者数に応じて平
均保険料（税）の一定割合を公費で補填することにより、市
町保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険料（税）負担
を軽減します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
国民健康保険行政事務
費

国民健康保険調整交付金 8,653,501 8,653,501

国民健康保険事業の財政は、定率の国庫負担等のほかは保険
料をその財源としてこれを賄うのが原則ですが、市町の産業
構造、住民の所得、家族構成等により被保険者の保険料負担
能力には、市町間において格差が存在しています。このよう
な定率の国庫負担等のみでは解消できない市町間の財政調整
をするために、調整交付金を交付します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
国民健康保険行政事務
費

国民健康保険指導事務費 110,439 10,376

保険者及び保険医療機関に対し、国保事業の事務指導等を行
います。
・国民健康保険事業の健全な運営を図るため、医療費の分析
や調査等の実施
・社会保険医療担当者への診療報酬請求に係る集団指導によ
る、保険診療の質的向上及び適正化
・三重県国民健康保険保険財政自立支援事業等

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
国民健康保険行政事務
費

国民健康保険財政安定化基金積立
金

2,037,482 0

国民健康保険財政の安定化のために、改正後の国民健康保険
法に基づき県が設置する基金であり、平成３０年度からの運
用開始に向けて、「国民健康保険財政安定化基金積立金」を
積み増します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 保険者育成指導費 国民健康保険団体連合会事業費 3,677 3,677
県内各保険者の事業状況報告書の集計・確認及び関係資料の
作成に関する業務を委託することで、国民健康保険事務の効
率化・円滑化を図ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 福祉医療対策費 福祉医療費助成制度推進交付金 46,295 0
障がい者、子ども、一人親家庭等に係る医療費助成事業を円
滑に推進するため、県医師会等に対して推進交付金を交付し
ます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 子ども医療対策費 子ども医療費補助金 2,271,139 16,944
子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、市町が
行う小学校６年生までの医療費を助成する事業に要する経費
について補助を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
みえこども家庭健康セン
ター事業費

小児夜間医療・健康電話相談事業
費

15,986 0
小児夜間医療・健康電話相談（みえ子ども医療ダイヤル）を
設置し、深夜帯を含め夜間の子どもの病気・薬・事故に関す
る相談に医療関係の専門職員が対応します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 母子医療対策費 一人親家庭等医療費補助金 456,888 0
一人親家庭及び父母のない児童を扶養している家庭の保健の
向上と福祉の増進を図ることを目的とし、一人親家庭等医療
費助成制度を実施する市町に対して補助します。

地域医療提供体制
の確保



健康福祉部 情報統計費 衛生統計費 10,352 0

１厚生労働統計調査（保健関係）に要する経費
１）人口動態調査
２）医療施設動態調査、医療施設静態調査、病院報告
３）衛生行政報告例、地域保健・健康増進事業報告
４）国民生活基礎調査
５）介護サービス施設・事業所調査
６）社会保障・人口問題基本調査
７）患者調査
８）受療行動調査
２衛生統計年報作成に要する経費
３厚生労働統計調査（保健関係）に要する市町交付金

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 情報統計費 保健衛生情報システム整備費 423 423

行政事務を省力化、迅速化し保健衛生行政の効果的な推進を
図るとともに、地域における県民の健康、福祉の向上を情報
面から支援することを目的として、行政情報システムを整備
します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 母子保健対策費 周産期医療体制強化推進事業費 125,938 28,048
高度で専門的な医療を効果的に提供できる周産期医療体制を
整備することにより、安心して子どもを産み育てることがで
きる環境づくりを推進します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 医療審議会費 医療審議会費 24,222 24,222

知事の諮問に応じ、県における医療提供体制の確保に関する
重要事項を調査審議するとともに、地域医療構想の実現に向
け、関係者との協議を進めます。
また、医療・介護関係者で構成する地域医療介護総合確保懇
話会の意見をふまえ、平成２９年度都道府県計画の策定を行
うほか、平成３０年度から始まる次期保健医療計画を策定し

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 医療法等施行事務費 13,827 11,707

医療施設の適正な配置、人員構成、構造設備等の指導監督を
行い、立入検査を実施するとともに、保健医療関係身分法に
関する指導監督を行い、医療機関が備えるべき医療の安全を
確保します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 医療安全支援事業費 16,893 5,833

医療相談の専門員を２名配置し、患者・家族等からの苦情や
相談に対応するとともに、医療安全に関する講演会の開催等
を行うことで、患者と医療機関の信頼関係構築を支援するほ
か、医療事故調査への対応を含め県内医療機関の医療安全体
制の整備を図ります。
また、院内感染対策向上のため、県内医療機関相互の地域支
援ネットワークの運営を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 自治医科大学事業費 133,396 132,600

県内のへき地医療に従事する医師の養成を目的とする自治医
科大学の経費を負担し、入学試験を実施することによりへき
地に勤務する医師の充足を図ります。
また、卒業医師に研修の機会を与え、医療技術の研鑽に努め
ます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 地域医療対策事業費 11,727 3,028

へき地医療支援機構を設置・運営し、へき地医療の確保及び
充実をめざします。
また、へき地医療拠点病院やへき地診療所の運営に要する経
費について支援を行い、へき地における医療提供体制を整備
します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 医師確保対策事業費 615,929 34,550

医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度
の運用、臨床研修病院等の魅力向上支援、女性が働きやすい
医療機関認証制度など女性医師等への子育て・復帰支援、全
国からの医師招へいなどの取組を通じて、救急医療を中心的
に担う若手医師等の県内定着を進めます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費
医療施設等施設・設備整備費補助
金

369,114 67,000
医療提供体制の確保を図ることを目的として、医療施設等の
整備に係る費用を補助します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 地域医療再生臨時特例基金積立金 832 0
国から交付された地域医療再生臨時特例交付金を活用して造
成した地域医療再生臨時特例基金について、運用によって発
生した利子を基金に積み立てます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 医師等キャリア形成支援事業費 60,570 6,170

医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援セ
ンターにおける修学資金貸与医師等の若手医師を対象とした
後期臨床研修プログラムを運用するとともに、医療分野にお
ける国際連携等に取り組みます。また、へき地等の地域医療
の担い手を育成するため、研修医、医学生等を対象に三重県
地域医療研修センターにおいて実践的・特徴的な研修等を実
施します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 在宅医療推進事業費 101,267 604

かかりつけ医の普及定着を図るため、地域住民とのタウン
ミーティングや、医師を対象とした、かかりつけ医機能強化
研修等を実施します。また、医療ソーシャルワーカー研修
や、県内外の事例を情報共有するため、多職種が一堂に会し
て行う報告会等を開催し、市町における地域包括ケアシステ
ムの構築を促進します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費
地域医療介護総合確保基金積立金
（医療）

1,321,495 440,499
医療介護総合確保促進法に基づき、平成26年度に創設した
「地域医療介護総合確保基金」に係る積立金であり、医療分
に係る積立を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 地域医療対策費 回復期病床整備事業費補助金 226,975 0

回復期病床等地域で不足する医療機能へ転換するために必要
となる施設・設備の整備に対する補助を行うことで、病床の
機能分化・連携を促進し、地域において、患者の状態像に即
した適切かつ効率的な医療提供体制を構築します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 救急医療対策費
救急・へき地医療施設設備整備費
補助金

886,853 0
地域医療再生計画等に基づき、地域医療体制を再構築するた
め、病院の再編統合に伴う新病院の施設整備等の取組を支援
します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 救急医療対策費 二次救急医療体制強化推進事業費 159,114 3,690
重症な救急患者に対応する二次救急医療体制を確保、充実す
ることにより、必要な時に安心して受診できる救急医療体制
を構築します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 救急医療対策費 三次救急医療体制強化推進事業費 450,796 226,027
重篤な救急患者に対応する三次救急医療体制を確保、充実す
ることにより、必要な時に安心して受診できる救急医療体制
を構築します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 救急医療対策費
救急医療体制推進・医療情報提供
充実事業費

367,110 104,425
地域の特性や実情に則した救急医療の施策を推進するため、
総合的な地域救急医療体制の計画的整備を図ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 看護職員確保対策費 ナースセンター事業費 37,097 15,276

未就業の看護職員に対して、無料就業斡旋等による再就業支
援を行うとともに、看護の魅力の普及啓発を通じ、医療機関
等の看護職員不足の解消を図ります。また、免許保持者の届
出制度の導入にあわせて、離職者へアプローチしていく仕組
みを構築します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 看護職員確保対策費 看護職員確保対策事業費 150,996 13,552

多様な保育ニーズにも対応できる病院内保育所の設置に向け
た支援の充実を図るとともに、医療勤務環境改善支援セン
ターにおける、医療機関ニーズに応じた相談、専門家派遣な
どの取組を通じて、看護職員をはじめとする医療従事者の離
職防止、復職支援を図ります。また、就業先の偏在是正や助
産実践能力の向上を図るため、助産師出向システムの導入を
進めます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
歯科技工士確保対策・
資質向上費

歯科技工士確保対策・資質向上事
業費

2,752 0

県立公衆衛生学院歯科技工学科の閉科により、一定数の新卒
歯科技工士を県内に確保する対策が必要です。また、歯科技
工士は早期離職が多く、その多くが潜在化していることか
ら、離職防止、再就職支援を行うとともに、安全で安心な歯
科技工物を提供するための資質向上に向けた取組を行うこと
により、県内歯科技工所への歯科技工士の定着促進及び県内
歯科技工士の資質向上を図ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 公衆衛生学院費 公衆衛生学院事業費 45,914 28,044
適正な歯科医療を確保するため、歯科衛生士の養成を行いま
す。

地域医療提供体制
の確保



健康福祉部
看護職員養成支援事業
費

看護職員試験免許関係事業費 5,685 2,113

１准看護師試験の実施及び免許の交付を行います。
２看護師等医療関係免許の進達及び交付事務を行います。３
保健師助産師看護師法に基づく看護師等養成所の指導等を行
います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
看護職員養成支援事業
費

看護師等養成所運営費補助金 232,390 0

看護師等養成所における教育内容の向上を図り、高度化・多
様化する医療現場のニーズに即応できる看護師等を養成・確
保するため、県内の看護師等養成所の運営に必要な経費の一
部を助成します。また、退学者の増加に対応するため、取組
を実施した養成所に対して、実績に応じた加算補助を行いま
す。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
公立大学法人関係事業
費

公立大学法人関係事業費 712,190 712,190

公立大学法人三重県立看護大学の運営に必要な経費を運営費
交付金として交付します。
また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、知事の
附属機関として設置している「三重県公立大学法人評価委員
会」の運営を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 病院事業会計支出金 病院事業会計負担金 2,126,336 2,036,336
県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、
病院事業会計への負担を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 病院事業会計支出金 病院事業会計補助金 167,817 167,817
県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、
病院事業会計への補助を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 病院事業会計支出金 病院事業会計貸付金 500,000 0
県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、
病院事業会計への貸付を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
県立病院改革推進事業
費

県立病院改革推進事業費 93 93
「県立病院改革に関する基本方針」に基づき、県民に良質な
医療を継続して提供するよう改革を進めます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部
地方独立行政法人三重
県立総合医療センター
関係事業費

地方独立行政法人三重県立総合医
療センター関係事業費

1,847,341 1,844,255

地方独立行政法人三重県立総合医療センターの運営経費のう
ち、政策医療の提供に必要な経費を交付します。
また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、知事の
附属機関として設置している「地方独立行政法人三重県立総
合医療センター評価委員会」の運営を行います。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 福祉人材確保対策費 福祉人材センター運営事業費 35,991 2,495
福祉人材センターに福祉・介護現場に関する求人・求職情報
を集約し、無料職業紹介や福祉職場説明会の実施など、福
祉・介護職場での就労を希望する人への相談・支援を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対策費 介護福祉士等修学資金貸付事業費 65 ▲ 64
・介護福祉士等修学資金貸付事業の前年度精算による国庫へ
の返還を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対策費 福祉・介護人材確保対策事業費 56,164 0

福祉・介護人材確保対策事業を通じて、若い世代や福祉職場
に関心のあるものに対し、福祉・介護職場の魅力を伝えるな
ど、人材確保が困難な福祉・人材職場への人材の参入促進・
定着支援を図る。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対策費
外国人介護福祉士候補者受入施設
学習支援事業費

1,805 0

経済連携協定（EPA）に基づき入国する外国人介護福祉士候
補者が、円滑に国家資格を取得し、日本で就労できるよう、
受入施設の研修支援体制の充実と外国人介護福祉士候補者の
日本語能力等学習全般の向上を図る。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対策費
三重県介護従事者確保事業費補助
金

36,000 0
地域医療介護総合確保基金を活用し、介護従事者確保のた
め、参入促進、資質向上、または、労働環境・処遇の改善に
取り組む市町や介護関係団体等を支援する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護給付費県負担金 22,083,894 22,083,894
要介護者に対する介護給付及び要支援者に対する予防給付に
要する費用の１２．５％（施設給付については１７．５％）
を県が負担する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護保険財政安定化基金積立金 35,481 0

介護保険制度が安定的に運営されるよう、給付金の予想を上
回る伸びや、通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納に
よる保険財政の赤字について、資金の貸付、交付を行うた
め、財政安定化基金を設置します。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護保険財政安定化基金貸付・交
付金

10,000 0

介護保険制度が安定的に運用されるよう、給付金の予想を上
回る伸びや、通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納に
よる保険財政の赤字について、財政安定化基金を設置し、資
金の貸付・交付を行います。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

ホームヘルプ等利用者負担軽減事
業費補助金

3,905 1,301

低所得者及び障がい者のホームヘルプサービス等にかかる利
用者負担額の一部を補助することにより、低所得者等の負担
を軽減するとともに、介護保険制度の円滑な施行を図る。
（ア）障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置
事業
（イ）社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険
サービスに係る利用者負担軽減制度事業
（ウ）離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額
軽減措置事業
（エ）中山間地域における加算に係る利用者負担額軽減措置
事業

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護保険制度施行経費 10,037 9,849

介護認定等の不服審査請求を審理する介護保険審査会の設
置、市町等（保険者）への巡回ヒアリング等の実施などによ
り、介護保険制度の適正な運営が図られるように支援する。
（１）介護保険審査会（人件費分）
（２）介護保険審査会（事務費分）
（３）保険者指導事業
（４）介護給付適正化推進事業

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護支援専門員資質向上事業費 35,829 ▲ 4,881
介護支援専門員の資質向上研修及び更新研修を実施するとと
もに資格の管理を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

認定調査員等研修事業費 3,377 1,692
介護保険制度の根幹業務である要介護認定業務等、重要な任
務に係る認定調査員、認定審査会委員、主治医の研修を行
い、資質の向上を図る。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護保険サービス事業者・施設指定
事業費

9,579 4,337

・介護保険を円滑に遂行するため、指定居宅サービス事業
者・指定居宅介護支援事業者・介護保険施設の指定、指導等
を行う。
・行政と介護保険サービス事業者が協議のうえ、介護サービ
スのあり方等について、各年度の重要なテーマや課題を設定
して研修を行う。
・介護サービス事業者からの相談の対応や事業者情報の整備
を迅速に進めるため、電話相談受付等や事業者情報の電子登
録を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護サービス苦情処理業務補助金 3,974 0

介護保険の指定事業者等から提供されるサービスについて、
利用者やその家族からの苦情等の相談は介護保険法で各都道
府県の国民健康保険団体連合会が行うこととされている。こ
の苦情処理業務の運営経費について、三重県国民健康保険団
体連合会に対して補助する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護施設等職員研修事業費 1,040 45
たんの吸引等が必要な者に対して、必要なケアをより安全に
提供する必要があることから、介護職員等に知識・技能を修
得させる指導者養成研修を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護サービス情報の公表推進事業
費

2,864 1,572

利用者が自ら介護サービスを選択できる仕組みづくりを進め
るため、介護保険事業者等を対象にした「介護サービス情報
の公表」制度の運営や地域密着型サービス事業所の外部評価
を実施するための調査員を養成します。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

地域支援事業県交付金 1,091,771 1,091,771
地域支援事業の介護予防事業に要する費用の１２．５％、包
括的支援事業及び任意事業に要する費用の１９．５％を県が
負担する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護保険制度実施関係
事業費

介護保険料軽減県負担金 73,380 73,380

今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担水
準の上昇が避けられない中で、制度を持続可能なものとする
ために、低所得者の保険料軽減の強化が行われ、それに要す
る費用の４分の１を都道府県が負担する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保



健康福祉部
介護基盤整備関係事業
費

高齢者福祉施設整備費利子補給補
助金

795 0
軽費老人ホームに対して、独立行政法人福祉医療機構から借
り入れた資金の利子の一部を補助し、安定した運営を図る。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護基盤整備関係事業
費

介護サービス基盤整備補助金 1,148,816 816
施設サービスを必要とする高齢者が、できるだけ円滑に入所
できるよう、特別養護老人ホーム等の整備に支援を行う。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護基盤整備関係事業
費

地域医療介護総合確保基金積立金
（介護）

977,898 325,966

「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する
法律」が平成２６年６月に改正され、医療及び介護の総合的
な確保のための事業に関する経費のうち介護分の経費を支弁
するための基金を県に設置するものです。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
介護基盤整備関係事業
費

介護サービス施設・設備整備等推進
事業費

1,061,210 0
高齢者が住み慣れた地域で必要なサービスが受けられるよ
う、地域密着型サービス施設の整備等を支援します。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
高齢者在宅生活支援事
業費

軽費老人ホーム運営費補助金 986,333 986,333
軽費老人ホーム（Ａ型・ケアハウス）の運営に必要なサービ
スの提供に要する費用に対して、補助する。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
高齢者在宅生活支援事
業費

地域包括ケア推進・支援事業費 4,217 1,287

高齢者が住みなれた地域で元気に暮らせるよう地域包括ケア
システムの構築をめざし、地域包括支援センター職員の資質
向上に向けた研修会や地域ケア会議を開催し、地域包括支援
センターの機能強化を支援します。
また、市町等が行う介護予防の取組の効果的な展開に向け支
援します。
さらに、訪問看護ステーションの機能強化・拡充に向けて、
人材育成等の取組を支援します。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
高齢者在宅生活支援事
業費

認知症ケア医療介護連携事業費 44,098 12,885
認知症高齢者の支援体制づくりのため、認知症サポート医の
養成や認知症初期集中支援チームの設置等に向けた研修を実
施するとともに、認知症疾患医療センターの運営費を補助し

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
高齢者在宅生活支援事
業費

医療介護総合確保提案支援事業費 21,611 0

少子高齢化の進展に伴い要介護認定者や認知症高齢者の増加
が見込まれる中、高齢者の多様なニーズに応えるために、認
知症地域支援推進員や生活支援コーディネーター等多様な人
材を育成する行政、事業団体、職能団体等に対して支援を行

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部
高齢者在宅生活支援事
業費

認知症地域生活安心サポート事業
費

9,495 4,806

認知症サポーターの養成や認知症コールセンター、若年性認
知症支援コーディネーターを設置するとともに、高齢者虐待
防止法に基づき、高齢者権利擁護のための研修を実施しま
す。

介護の基盤整備と
人材の育成・確保

健康福祉部 がん対策推進費 がん予防・早期発見事業費 9,932 372

がん検診の受診率向上のため、県内外の効果的な受診勧奨の
好事例をとりまとめ、各市町のがん検診への導入を働きかけ
ます。また、がん対策に対する県民の理解を深めるため、企
業、関係機関・団体等と連携し、がん検診やがんの正しい知
識の普及啓発を進めるとともに、小中学校の児童生徒を対象
としたがん教育を実施します。

がん対策の推進

健康福祉部 がん対策推進費 がん医療基盤整備事業費 146,742 10,891

がんの実態を把握するため、三重大学において精度の高いが
んの罹患情報の収集・集計（がん登録）に取り組むととも
に、登録データをもとにした調査研究や、市町、医療機関へ
集計・分析結果を情報提供します。また、がん診療に関わる
医療機関の施設・設備の整備を支援します。

がん対策の推進

健康福祉部 がん対策推進費 がん患者等相談支援事業費 12,780 0
がん患者とその家族のための相談を引き続き実施するととも
に、がん患者の治療と仕事の両立支援のため、就労相談や、
企業への訪問・説明会等を通じた環境整備に取り組みます。

がん対策の推進

健康福祉部 がん対策推進費 緩和ケア体制推進事業費 28,011 0

緩和ケアに関する知識、技能を持った医療従事者を育成する
ため、がん診療連携拠点病院が実施する緩和ケア研修等に対
して助成するとともに、緩和ケア研修への受講を促進しま
す。

がん対策の推進

健康福祉部 公衆衛生関係総務費 事務費 11,914 11,764
健康福祉部の管理運営費に関する経費（衛生関係）及び政策
開発研修経費

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 保健師活動指導費 地域保健関係職員等研修事業費 2,056 0
専門職としての技能開発を計画的に遂行するとともに、社会
情勢に対応した地域保健福祉活動を推進するため、地域保健
関係者の資質向上を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部
健康づくり総合推進事
業費

三重の健康づくり推進事業費 4,491 2,856

ソーシャルキャピタルを活用し、ＮＰＯ、企業、市町等と連
携して健康づくり活動を促進するとともに、健康づくりの正
しい知識の普及啓発を進めます。また、大学、医療機関、関
係団体等と連携し、糖尿病の予防・重症化対策に取り組みま
す。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 原子爆弾被爆者対策費 原子爆弾被爆者健康診断事業費 4,846 0

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が、今なお
置かれている健康上の特別な状態に鑑み、被爆者とその二世
に対し健康診断を行うことにより、その健康の保持及び向上
を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者各種手当支給事業費 171,503 0

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって、
原子爆弾の放射能等の影響を受け今なお特別の状態にある者
に対し、医療特別手当の支給等の措置を講ずることにより、
その福祉の向上を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者介護補助事業費 11,851 4,891

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって、
原子爆弾の放射能の影響を受け、今なお特別の状態にある者
が介護保険等のサービスを利用した際の費用等の助成を行い
ます。①介護手当交付金
②被爆者相談事業
③原爆被災者の会関係補助

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 歯科保健対策費 歯科保健推進事業費 78,794 1,630

県口腔保健支援センターを中心に、市町、関係機関・団体等
と連携して、口腔保健に関する啓発や情報提供、人材育成を
行うとともに、各地域における要介護者等の在宅口腔ケアや
歯科治療の充実のため、医療・介護関係者との連携体制を整
備します。また、小学校におけるフッ化物洗口の実施拡大に
向けた取組を進めます。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 保健栄養指導費 栄養施行事務費 4,366 0
会議の開催及び研修会の参加により、栄養関係行政事務及び
栄養指導事務の円滑な推進を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 保健栄養指導費 国民健康・栄養調査費 1,832 0
国民の健康増進を図るための基礎資料として、身体状況、栄
養摂取量及び生活習慣状況を明らかにするために、身体状況
調査・栄養摂取状況調査を実施します。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 高齢者健康診査事業費 健康増進事業費 83,507 38,612
４０歳以上の住民を対象に実施する市町の保健事業を支援す
るとともに、生活習慣病の予防、早期発見のため、特定健康
診査・特定保健指導の受診率向上の普及啓発を行います。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 ハンセン病対策費 ハンセン病対策費 2,505 0

ハンセン病療養所に入所している三重県出身者に対し、入所
生活の安定を図るための訪問や、里帰り事業を実施するとと
もに、三重県在宅の元患者等に対して相談事業を実施しま
す。
また、県民に対し、ハンセン病について正しく理解し、差
別・偏見の解消を図るための施策を実施するとともに、入所
者が安心して療養に専念できるよう、一部の元患者家族に対
して生活援護を行います。

こころと身体の健康
対策の推進



健康福祉部 難病対策費 難病在宅支援事業費 9,922 0

難病は、原因不明・予後不良等、地域での支援対策が不可欠
であるため、難病相談、訪問診療等在宅支援体制を整備する
とともに、難病医療連絡協議会を設置し、難病医療専門員を
配置することで、医療相談の対応や一時入院施設の確保など
を行います。また、難病在宅ケア支援ネットワーク構築のた
め、拠点・協力病院、難病関係機関等で難病在宅ケア支援
ネットワーク会議を開催します。さらに、難病患者の在宅療
養環境を整備するために意思伝達装置使用サポート事業等を
実施し、患者及びその家族のＱＯＬ向上と介護者の負担軽減
を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 難病対策費 指定難病等対策事業費 2,204,798 1,116,623
治療がきわめて困難でかつ長期の療養を要し、患者数が少な
い指定難病患者等を対象に、医療費助成を行うなど、治療の
促進を図るための取組を進めます。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 難病対策費 難病相談・支援センター事業費 12,952 0
在宅難病患者の相談・支援、地域活動の促進及び就労支援な
どを行う拠点として設置し、患者等の治療・日常生活上にお
ける悩みや不安の解消を図ります。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 臓器移植対策費 臓器移植対策費 4,429 0

視覚障がい、腎不全等で悩む人たちが一人でも多く移植手術
を受けられる体制を整備するため、（公財）三重県角膜・腎
臓バンク協会に対して補助を行い、事務の円滑な推進を図る
とともに、移植コーディネーター設置に対して助成を行いま
す。
また、県民に対して移植に関する普及啓発活動を実施しま
す。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 こころの健康センター費 こころの健康センター管理運営費 5,444 4,924

こころの健康センターを精神保健福祉の専門的・中核的中枢
機能として位置づけ、精神保健及び精神障がい者の福祉に関
する知識の普及、調査、相談及び指導を行い、精神福祉の向
上を図ります。また、保健所及び関係機関への技術支援をは
じめ、教育研修、公的啓発、調査研究、精神保健福祉相談を

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 こころの健康センター費 こころの健康センター指導事業費 845 0

精神保健福祉の専門的・技術的中核機関として、三重県ここ
ろの健康センターにおいて県民のこころの健康保持・向上を
図ります。また、保健所及び関係機関への技術支援、教育研
修、協力組織育成等こころの健康づくりを推進します。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部
地域自殺対策緊急強化
事業費

地域自殺対策緊急強化事業費 40,150 4,602

県自殺対策情報センターを中心に関係機関・団体と連携し
て、こころの問題に対する正しい知識の普及啓発や、身近な
人のこころの健康に気づき、支援できる人材の育成に取り組
みます。また、自殺未遂者の再企図を防ぐための仕組みづく
りを進めます。

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 保健所経常費 保健所運営費 58,910 58,573 健康福祉部（保健所）の管理運営に要する経費
こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 骨髄バンク事業費 骨髄バンク事業費 630 630
（１）骨髄バンクに関する正しい知識の普及啓発
（２）骨髄バンクへのドナー（骨髄提供希望者）の登録推進

こころと身体の健康
対策の推進

健康福祉部 社会福祉関係総務費
費用徴収事務適正化対策特別事業
費

2,356 2,356
健康福祉部が所管する収入の未収金について、未収債権管理
徴収事務嘱託員及び関係地域機関の職員による文書や電話等
による督促、自宅等への訪問を行い、未収金の回収を行う。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

障がい福祉総務費 11,749 11,749

・障がい者に関する施策を総合的に推進するため、障害者基
本法に基づく三重県障害者施策推進協議会及び障害者総合支
援法に基づく三重県障害者自立支援協議会を開催するととも
に、各圏域での自立支援協議会を支援します。・精神保健福
祉の向上を図るため、三重県精神保健福祉審議会を開催しま
す。・障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく「三重県障
害者介護給付費等及び障害児通所給付費等不服審査会」を開
催します。・市町障がい福祉計画の推進と、次期障がい福祉
計画策定に向けた研修会を実施します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

障害者手帳交付事務費 2,616 2,616 身体障害者手帳、療育手帳の交付を行います。
障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

障がい者相談支援体制強化事業費 164,959 1,741

障害保健福祉圏域毎に設置している総合相談支援センターに
おいて、障がい児（者）や家族の地域生活を支援するととも
に、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、高次脳機能
障がい、重症心身障がい等専門性の高い相談事業を行いま
す。また、市町・事業所等の支援機能の強化を図るため、発
達障害者支援センターに「発達障害者地域支援マネジャー」
を配置します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

人材育成支援事業費 11,106 4,998

障がい福祉サービス又は相談支援が円滑に実施されるよう、
サービス等を提供する者や、これらの者に対し必要な指導を
行う者への研修を実施することにより、サービス等の質の向
上を図ります。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

市町地域生活支援事業補助金 282,105 282,105

障がい児（者）の自立した生活を支援するため、障がい者や
障がい児の保護者等からの相談支援事業、手話通訳者の派遣
等を行う事業、障がい者等の移動を支援する事業等を市町が
実施する場合、または、社会福祉法人等が行う同事業等に対
し市町が補助した場合、その経費の一部を助成します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
地域生活移行推進事業
費

障がい者の地域移行受け皿整備事
業費

173,735 8,550

障がい者の地域移行を進めるため、グループホームや日中活
動の場の整備等に取り組みます。また、福祉型障害児入所施
設にコーディネーターを配置するなど、過齢児の地域移行を
進めます。さらに重度障がい者等が円滑に地域移行できるよ
う、生活支援を行います。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
地域生活移行推進事業
費

医療的ケアが必要な障がい児・者の
受け皿整備事業費

10,856 750

医療的ケアが必要な障がい児・者及びその家族が地域で安心
して暮らしていけるよう、関係する分野との連携による途切
れのない支援等が可能となる体制を整備するとともに、地域
の受け皿を拡充することにより、地域における支援体制の構
築を図ります。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部 障害者介護給付事業費 障害者介護給付費負担金 7,004,000 6,937,952

障がい児・者一人ひとりのニーズに応じた障がい福祉サービ
ス（居宅介護等事業、療養介護、生活介護、短期入所、施設
入所支援、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助
等）に係る給付その他の支援を行うことにより、障がい児
（者）が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部 障害者介護給付事業費 更生医療費負担金 413,186 413,186

障がいの程度の軽減、除去あるいは進行の防止に必要な医療
を給付することにより、身体障がい者の職業能力の増進・日
常生活の便宜を図ることを目的とします。また、療養介護医
療にて、障がい程度の軽減、進行の防止に必要な医療を給付
することにより、重症心身障害者や筋萎縮性側索硬化症患者
等の医療的ケアを行うことを目的とします。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部 障害者介護給付事業費 障がい者補装具給付費負担金 88,970 88,970
身体障がい児（者）、難病患者等に対して補装具を給付し、
社会生活の活動制限を解消するとともに、地域での自立及び
社会参加を支援します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者就労支援事業
費

障がい者就労支援事業費 32,398 8,021

障がい者就労支援を進めるため以下の事業を実施します。①
施設を退所後、一般就労し、入所していた施設の支援を希望
する者に対して支援を行うことで就労の定着化を図ります。
②県庁舎内で知的障がい者、精神障がい者の職場実習を行う
ことで、行政機関における就労の可能性を探るとともに、県
職員の障がい者に対する理解の促進を図ります。③福祉事業
所における障がい者の工賃向上に資するため、専門家の派遣
や複数の事業所で共同して受注、品質管理を行う共同受注窓
口の設置運営を支援します。また、障がいのある人もない人
も「ともに働く」社会的事業所の創業支援を支援します。

障がい者の自立と
共生



健康福祉部
障がい者所得保障事業
費

特別障害者手当給付事業費 80,881 20,262

日常生活において常時介護を要する状態にある重度障がい児
（者）に対し、精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助と
して、特別障害者手当等を支給することにより、福祉の向上
を図る。
特別障害者手当・・在宅で常時特別の介護を要する20歳以上
の者
障害児福祉手当・・在宅で常時特別の介護を要する20歳未満
の者
経過的福祉手当・・従来の福祉手当受給者で特別障害者手当
支給要件に該当しない者

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者所得保障事業
費

心身障害者扶養共済事業費 340,517 65,737

心身障がい者の保護者が生存中に一定額の掛金を納付するこ
とにより、保護者が死亡又は重度障がいとなったとき、残さ
れた障がい者に対して年金を支給し、障がい者の生活の安定
と福祉の増進に資する。
採択基準
加入資格65歳未満の保護者で一定要件
掛金年齢に応じ5,600円～23,300円2口まで
年金額1口につき（月額）2万円
弔慰金加入期間により３～25万円
脱退一時金加入期間により4.5～25万円

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

障がい者社会参加促進事業費 17,489 9,155

ノーマライゼーションの理念の実現に向けて、さまざまな障
がいのある人が地域の中で生活できるよう、また、生活の質
的向上が図れるよう、生活訓練、情報支援、レクリエーショ
ン支援、普及啓発等の事業を総合的に実施することにより、
障がい者に対する県民の理解を深め、誰もが明るく暮らせる
社会づくりを促進します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

視覚障害者支援センター等運営事
業費

73,635 41,249

視覚障がい者の福祉の向上を図るために、
①点字刊行物や録音物の作成、貸出
②点訳、朗読奉仕員の育成指導
③文化レクリエーション活動
④生活相談、生活訓練
などの支援を行う三重県視覚障害者支援センターを運営する
とともに、社会福祉法人が運営する上野点字図書館の運営費
に対して補助を行う。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

聴覚障害者支援センター運営事業
費

28,630 14,315
聴覚障がい者の自立と社会参加を促進するため、自由なコ
ミュニケーションと情報発信・入手等の情報保障を総合的に
支援する「三重県聴覚障害者支援センター」を運営する。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

障がい者の持つ県民力を発揮する
事業費

4,252 2,207

社会のあらゆる所・場面に参画することが難しい障がい者が
積極的に社会に出て、持っている能力を発揮できるよう芸術
文化の能力を発表する場として「障がい者芸術文化祭」を開
催するほか、障がい者の芸術文化の振興を推進します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

障がい者権利擁護推進事業費 9,574 7,605

障がいのある人が「自分らしい豊かなくらしをつくる」こと
をめざし、人格と個性を尊重しあいながら共生する社会を実
現するため、その具体的な支援について取り組みます。
また、三重県手話言語条例の施行に伴い、手話の普及啓発等
に取り組み、手話を使用しやすい環境の整備を進めます。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
県立障がい児（者）福祉
施設等事業費

身体障害者総合福祉センター運営
費

145,828 145,828

身体障害者福祉センターＡ型および自立訓練（機能訓練）等
を実施する指定障害者支援施設である三重県身体障害者総合
福祉センターを設置・運営することにより、障がい者の地域
移行や社会参加を促進します。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
県立障がい児（者）福祉
施設等事業費

障害者相談支援センター運営費 25,455 25,436

障害者相談支援センターにて以下の事業を行います。
・相談判定業務
・市町に対する専門的な技術的援助指導等業務
・巡回相談
・市町、障害者更生援護施設職員研修
・身体障害者手帳発行、療育手帳発行

障がい者の自立と
共生

健康福祉部 障がい児福祉費 障がい児施設支援等事業費 1,663,098 1,251,014

１障害児施設医療費等審査手数料
①障害児施設給付費等の支払いに係る事務を国民健康保険団
体連合会に委託する。
②措置医療費等の審査及び支払いに係る事務を国民健康保険
団体連合会、社会保険診療報酬支払基金に委託する。２障害
児施設措置費、給付費
障がい児に対する国及び地方公共団体の育成責任に基づき、
障がい児に対し自立を援助し、もって障がい児の福祉の向上
を図る。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
精神障がい者地域生活
支援事業費

精神障害者保健福祉手帳交付事業
費

420 420

精神障がい者福祉の充実に向け、精神障がい者に手帳を発行
することにより各種の福祉サービスが受けられる枠組を作
る。また、各方面の協力を得て各種の支援策を講じやすく
し、精神障がい者の社会復帰を促進し、その自立と社会参加
の促進を図る。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
精神障がい者地域生活
支援事業費

精神障がい者保健福祉相談指導事
業費

28,081 7,348

地域における精神保健福祉業務の中心的な行政機関である保
健所において、精神障がい者及びその家族等に対して、早期
治療の促進並びに、社会復帰や社会参加の促進のための相
談・訪問指導等を行う。また、関係機関との連携のための会
議等を開催する。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
精神保健医療対策事業
費

精神通院医療事業費 2,925,719 1,484,095

精神障がい者に自立支援医療を支給することにより通院を促
し、再発防止を図り、県民の精神的健康の保持及び増進を図
る。また、審査判定会において公費負担内容の確認等を行
い、適正な事業実施に努める。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
精神保健医療対策事業
費

精神保健措置事業費 73,979 31,810

自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれのある精神障がい
者に対して、精神保健指定医による診察を行い、適正な医療
及び保護を行う。入院患者の人権に配慮した、適正な医療及
び保護を確保するために、精神医療審査会を開催し審査を行

障がい者の自立と
共生

健康福祉部
精神保健医療対策事業
費

精神科救急医療システム運用事業
費

62,014 31,007

病院輪番群により、休日夜間における緊急な医療を必要とす
る精神障がい者等のための精神科救急医療体制を確保する。
また、精神科救急情報センターにおける、２４時間精神科医
療相談を行うことにより、疾患の重篤化の軽減や適切な医療
との連携を図る。

障がい者の自立と
共生

健康福祉部 社会福祉関係総務費 福祉事務費 35,190 34,402

熊野市に譲渡した福祉休養ホーム瀞流荘の改修等経費に対し
財政支援を行います。また健康福祉部（民生関係）の適切な
管理運営を行うとともに、「健康福祉部関係功労者感謝のつ
どい」及び「県民の日記念事業」を開催します。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 社会福祉関係総務費 福祉事務所費 18,413 18,403 健康福祉部（福祉事務所）の管理運営に要する経費
支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 社会福祉審議会費 社会福祉審議会運営費 4,620 4,620

社会福祉法第7条第1項の規定に基づき、「三重県社会福祉審
議会」を設置し、以下の事項を調査審議する。
・社会福祉全般に関する調査審議
・身体障がい者福祉に関する調査審議
・民生委員の適格性に関する審査
・児童福祉に関する調査審議
・高齢者福祉に関する調査審議

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 社会福祉会館運営費 社会福祉会館管理運営費 55,665 18,948
社会福祉会館の維持管理運営に関する委託を行う。また、会
館の維持管理に必要な修繕工事を実施する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 福祉基金積立金 福祉基金積立金 362,991 362,923
高齢者等の保健福祉向上を図るための事業財源に充てるた
め、基金の積立を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

福祉活動指導員設置費補助金 40,000 0
民間社会福祉活動の育成、充実を図るために、県社会福祉協
議会に対して、福祉活動指導員の設置費を補助する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

民生委員活動費 243,982 243,982
民生委員・児童委員に対して、民生委員活動に伴う実費弁償
としての手当を支給する。

支え合いの福祉社
会づくり



健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

民生委員組織活動費補助金 25,058 0

民生委員・児童委員で組織する地区民生委員児童委員協議会
及び県民生委員児童委員協議会に活動費等を補助することに
より、民生委員・児童委員の組織的な活動を強化し、社会福
祉の向上を図る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

民生委員研修費 1,886 1,401

経済情勢の変化に伴い、複雑多様化する福祉ニーズに的確に
対応した民生委員・児童委員の活動を確保し、その資質の向
上を図るために研修を行う。・ブロック研修会
・会長研修会
・中堅（専門）研修会

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

更生保護事業費補助金 400 0
三重県更生保護事業協会の活動を推進するために、運営費の
助成を行うことにより、社会の安定、住民福祉の向上を図
る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
民間福祉団体等協働事
業費

民生委員制度創設１００周年事業費 1,039 0
県民生委員・児童委員協議会が開催する民生委員制度創設１
００周年記念大会に必要な費用を補助し、民生委員制度の周
知を図り、社会福祉の向上を図る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
福祉ボランティア活動基
盤整備事業費

ボランティアセンター事業費補助金 4,098 0
ボランティア活動の推進を図るため、県社会福祉協議会が行
うボランティア育成、広報啓発等に対し助成する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
地域福祉活動推進事業
費

地域福祉推進啓発事業費 5,191 402
・地域福祉活動を推進、啓発するための活動を行う。
・臨時福祉給付金にかかる事務を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 低所得者等援護対策費 施設入所児童等援護事業費 2,086 0

生活保護世帯児童及び施設入所児童等に対し、図書カードを
贈ることにより、生活意欲を助長し、生活の質の向上を図
る。（事業の種類）
・被保護世帯児童支援事業
・施設入所児童等歳末支援事業
・施設入所児童新入学祝支援事業

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 低所得者等援護対策費 生活福祉資金貸付事業補助金 4,703 2,352

生活福祉資金貸付事業を実施する県社会福祉協議会に対し
て、貸付事業に要する事務費及び市町社会福祉協議会に相談
員を設置する経費を補助する。（生活福祉資金の種類）
生活支援費、住宅入居費、一時生活再建費、療養費、福祉
費、技能習得費、緊急小口資金、教育支援費、就学支度費等

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 低所得者等援護対策費 地域生活定着支援事業費 23,000 0

高齢であり、または障がいを有することにより、矯正施設か
ら退所した後、自立した生活を営むことが困難と認められる
者に対して、退所後直ちに福祉サービス等を利用できるよう
「地域生活定着支援センター」を設置して必要な支援を行
う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 低所得者等援護対策費 生活困窮者自立支援事業費 30,340 7,276
生活困窮者自立支援法に基づき、県所管地域（郡部）におい
て生活困窮者の相談等に適切に応じ、家計等に関するきめ細
かな相談業務や就労準備支援など、早期の自立支援を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 福祉人材確保対策費
社会福祉施設職員等退職手当共済
事業給付費補助金

335,168 335,168

社会福祉施設等被共済職員に対する退職手当支給事業を行う
独立行政法人福祉医療機構に対して、共済事業費の一部を助
成することにより、社会福祉施設職員等の処遇の向上を図
る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 福祉人材確保対策費 福祉サービス提供体制構築事業費 7,631 0

社会福祉法改正に伴い、所轄庁としての体制を整えるととも
に、社会福祉法人に対して法改正への対応及び経営労務管理
の改善に対する支援を行う。
（１）地域協議会設立に係る委託及び補助
（２）社会福祉法人が専門家等の助言を受けるための支援

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 福祉人材養成事業費
社会福祉研修センター事業費補助
金

10,007 0
福祉・介護職員の資質向上を図るため、社会福祉研修セン
ターが実施する社会福祉施設職員に対する研修事業に対し
て、補助する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのまちづくり推進事業費 690 690

だれもが自由に移動し、社会参加できるまちづくりを計画
的、総合的に進めるため、三重県ユニバーサルデザインのま
ちづくり推進条例に基づき設置するユニバーサルデザインの
まちづくり推進協議会などを開催する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのネットワークづくり推進事業費 905 905

ユニバーサルデザインの「意識づくり」を進めるため、学校
出前授業などの取組を通じ、ユニバーサルデザインアドバイ
ザー、社会福祉協議会、地域の団体、企業等をつなぐネット
ワークづくりを推進する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

三重おもいやり駐車場利用証制度
展開事業費

6,665 5,952

市町や事業者の協力を得て平成24年10月1日から開始してい
る「三重おもいやり駐車場利用証制度」について、さまざま
な主体と連携して普及啓発等を進めることにより、身体に障
がいのある方や妊産婦、けが人などで、歩行が困難な方の外
出を支援する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのまちづくり整備推進事業費 393 393

誰もが暮らしやすいまちづくりを進めるため、三重県ユニ
バーサルデザインのまちづくり推進条例の規定に基づく手続
きにおける指導や、マニュアルの配布等を通じて、当該条例
で定める整備基準等の周知、徹底を図る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

地域公共交通バリア解消促進事業
費

61,380 33,380
高齢者や障がい者等をはじめとするすべての県民が安全で円
滑に移動できる暮らしやすいまちづくりをすすめるため、鉄
道事業者が行う駅舎等のバリアフリー化事業に対して補助を

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
福祉サービス利用支援
事業費

福祉サービス運営適正化事業補助
金

5,737 2,869

日常生活自立支援事業の適正な運営確保と福祉サービスに関
する利用者からの苦情の適正な解決体制を整備するため、県
社会福祉協議会に第三者機関として設置されている「運営適
正化委員会」の設置運営経費を助成する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
福祉サービス利用支援
事業費

日常生活自立支援事業費 176,536 88,022
判断能力に不安のある認知症高齢者や知的障がい者等が安心
して暮らしていけるよう、三重県社会福祉協議会が行う福祉
サービスの利用援助等を支援する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
福祉サービス利用支援
事業費

成年後見制度利用推進事業費 141 0
判断能力が不十分な高齢者、障がい者等の日常生活を支援す
るため、「成年後見制度」の利用窓口となる市町職員等を対
象とした研修会を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
みえ福祉第三者評価関
係事業費

みえ福祉第三者評価推進事業費 490 0
社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの質の向上を
目的とする「みえ福祉第三者評価制度」の普及促進を図る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
高齢者社会参加環境づ
くり事業費

高齢者健康・生きがいづくり支援事
業費

19,467 0

高齢者の社会参加活動を促すとともに高齢者の活力を地域に
活用するなど、明るい長寿社会づくりを進めるために、啓
発、普及、情報提供、研修などさまざまな事業を展開し、高
齢者の生きがいと健康づくりを推進する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
高齢者社会参加環境づ
くり事業費

老人クラブ活動等社会活動促進事
業費補助金

54,124 0
老人クラブ等に助成することにより、老後の生活を豊かなも
のとするとともに、明るい長寿社会づくりに資する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

戦傷病者援護事業費 41 41
戦傷病者の自立及び福祉の向上を図るため、療養給付審査事
業等を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

援護事業費補助金 3,377 0

戦没者遺族等の団体の慰霊事業に助成し、援護制度を補完す
る。三重県遺族会事業補助
・全国戦没者追悼式参列及び沖縄「三重の塔」慰霊団派遣助
成
・政府派遣遺骨収集及び戦跡慰霊巡拝、三重県遺族会主催外
地戦跡慰霊巡拝助成

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

戦没者慰霊事業費 1,726 1,726

戦没者、戦災死没者を追悼し、冥福を祈念する。
１全国戦没者追悼式（国主催）に遺族と共に参列〔昭和３８
年から実施〕
２三重県戦没者追悼式の開催〔昭和４１年から実施〕
３沖縄「三重の塔」の維持管理委託
４沖縄「三重の塔」慰霊祭への参列

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

旧軍人関係調査事業費 2,333 1,922

旧軍人軍属の身分の取扱い及び未帰還者の状況調査等に関す
る事務処理を行う。
１未帰還者の状況調査
２国、地方公務員共済組合法による軍歴通算に関する証明３
戦争戦没者軍人等の叙勲発令事務調査
４旧軍人等恩給の調査、進達

支え合いの福祉社
会づくり



健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

遺族及び留守家族等援護事業費 28,492 8,459

戦没者遺族等の援護事務の円滑な実施を図る。
１戦傷病者の療養給付金審査
２障害年金、遺族年金、弔慰金の進達
３戦没者遺族相談員、戦傷病者相談員による援護相談業務４
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金及び各種給付金の審査裁

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没者遺族
援護事業費

中国帰国者等定着促進事業費 511 0

県内に定着した中国帰国者及び同伴家族が自立するための支
援を行う。
・身元引受人制度の実施
・自立指導員（自立支援通訳）の派遣
・生活相談等の実施
・定着促進連絡会議開催

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 指導調査研修費 生活保護法施行事務費 3,341 1,372
生活保護法の適正な実施及び運営が行われるよう県内各福祉
事務所及び指定医療機関、指定介護機関に対して、それぞれ
周知、指導を行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
生活保護適正化推進事
業費

生活保護適正化推進事業費 13,654 6,643
生活保護法の適正実施を推進するため、被保護者の状況把握
のための各種調査の実施、職員の資質向上のための研修等の
事業を実施する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部
生活保護適正化推進事
業費

生活保護システム事業費 5,783 3,893

・生活保護業務の効率化、合理化を図ることを目的に導入さ
れている生活保護システム及びレセプト管理システムについ
て、ソフトウェア、ハードウェアの保守、故障時の復旧、及
び、毎年実施される生活保護の基準改定に伴うシステムのプ
ログラム変更を行い、県福祉事務所が生活保護業務を円滑・
適正に実施できる環境を提供する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 行旅死亡人等取扱費 行旅死亡人等取扱負担金 1,024 1,024
行旅死亡人等の医療、葬祭等に要した費用について、遺留金
品等により弁償されない場合、市町の立替費用を負担する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 監査指導費 社会福祉法人等指導監査費 1,413 1,330
社会福祉法人の適正な運営、社会福祉施設等による適切な
サービス提供の確保に向け、法人や施設等に対し、指導監査
や実地指導等を実施します。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 監査指導費 生活保護指導監査費 1,281 448

福祉事務所が行う生活保護法施行事務について、適正に実施
されるよう指導監査を実施する。また、福祉事務所職員を対
象に、技能の習得等資質向上を図ることを目的として研修を
行う。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 保護費 生活保護扶助費 1,944,464 483,616

生活に困窮する者に対して、憲法で定められた健康的で文化
的な最低限度の生活を保障するため、生活保護法に基づいて
必要な扶助費を給付するとともに、法の目的である被保護者
の自立助長を図る。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 保護費 生活保護法第７３条関係負担金 637,836 637,836
居住地がないか、明らかでない被保護者に対して、各市町が
支弁した保護費、保護施設事務費を県が負担する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 保護費 認定・審査・支払委託料 15,604 15,604

（１）社会保険支払基金への委託
医療扶助の診療報酬、調剤報酬について、明細書の審査およ
び報酬の支払いを社会保険診療報酬支払基金に委託する。
（２）国保連合会への委託
介護扶助の介護報酬について、明細書の審査および報酬の支
払いを国民健康保険団体連合会に委託する。
（３）要介護認定審査判定等業務委託
介護扶助に係る訪問調査、主治医意見書徴収、要介護認定審
査判定業務を町等に委託する。対象は、介護保険の被保険者
以外の者で県福祉事務所が管轄する者のみ。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 保護費 中国残留邦人生活支援費 4,871 1,238

一定の条件を満たした中国残留邦人に対して、生活の安定を
図ることを目的として、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進
及び永住帰国後の自立の支援に関する法律に基づき生活費等
を支給する。

支え合いの福祉社
会づくり

健康福祉部 狂犬病予防費 狂犬病予防法等施行事務費 2,444 974

(1)野犬の捕獲、抑留並びに飼い犬の引き取りを行い狂犬病
予防と犬による危害発生の防止を図る。
(2)三重県動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、飼い
犬の適正飼養の啓発事業を実施する。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 動物愛護管理費 動物愛護管理推進事業費 14,175 8,016

「動物の愛護及び管理に関する法律」及び「三重県動物の愛
護及び管理に関する条例」に基づき、動物取扱業者の登録、
特定動物による県民への危害発生の防止、犬猫の引取り等を
行う。また、「第2次三重県動物愛護管理推進計画」に基づ
き、三重県動物愛護推進センターを拠点に、市町や獣医師会
等関係団体等の協力のもと、動物愛護教室などの普及啓発活
動、飼い主への終生飼養の指導などの引取り数を減らす取組
や譲渡事業等を実施する。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 小動物管理費 小動物管理費 102,485 102,485

1)狂犬病予防技術員を保健所に配属し、狂犬病予防法、動物
の愛護及び管理に関する法律に基づく野犬等の捕獲、抑留及
び小動物（犬、猫）の引取りを行う。
2)捕獲、抑留及び引き取った小動物を回収し、処分する。3)
動物愛護に関する事業を実施する。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部
食の安全とくらしの衛生
確保研究推進費

一般依頼検査費 579 0

県内の医療機関、事業者、住民等が要望する医薬品、水等の
試験検査のうち、県内の民間検査機関で対応できない検査
等、県が実施すべき検査を対象に、三重県試験研究機関関係
衛生試験手数料条例に基づく手数料を徴収したうえで、微生
物または理化学的な試験検査を行うことにより、安全な県民
生活の確保に資する。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 生活衛生諸費 生活衛生諸費 3,148 ▲ 911

生活衛生営業施設等の許可及び監視指導を行い、生活営業施
設の衛生確保を図ることにより、県民の生活衛生の維持向上
を図る。・営業施設の許認可
・営業施設の監視指導
・クリーニング師試験の実施等
・レジオネラ菌に関する講習会の開催及び検査等
・墓地埋葬法関係負担金

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 生営法施行費 生活衛生関係営業指導費 19,302 0

（公財）三重県生活衛生営業指導センター及び各生活衛生同
業組合に対する指導を行うとともに、生活衛生営業特別相談
員の養成を行い、生活衛生営業の衛生水準の向上を図る。あ
わせて、同センターの実施する事業へ補助し、衛生水準の向
上を図るとともに、衛生的な県民生活を確保する。
・（公財）三重県生活衛生営業指導センター及び各生活衛生
同業組合に対する指導
・（公財）三重県生活衛生営業指導センターへの補助

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部
薬物乱用防止対策事業
費

薬物乱用防止対策事業費 8,211 ▲ 672

危険ドラッグ等薬物に関する問題に対し、学校等における薬
物乱用防止教室や街頭啓発活動による「未然防止対策」、薬
物依存者やその家族等に対する支援を中心とした「再乱用防
止対策」、さらに関係機関が連携した「取締対策」の３つの
対策により薬物乱用を許さない社会環境づくりを進める。ま
た、平成２７年１２月１日に三重県薬物の濫用の防止に関す
る条例が施行されたことに伴い、県民への条例の周知徹底を
図る。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 薬事審査指導費 薬事審査指導費 12,969 ▲ 27,179

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器の製造販売から市販
後安全調査に至るまでの品質、有効性、安全性を確保するた
め査察等を行うとともに、痩身、強壮等の効果を標ぼうする
無承認無許可医薬品等の広告等の監視指導を行うことによ
り、県民の保健衛生上の危害を未然に防止する。また、同目
的で薬局における調剤業務の安全対策、医薬品販売業等の適
正販売等を向上させるために監視指導を行う。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等



健康福祉部 医薬品等安全対策費 薬事経済調査費 5,133 0

・医薬品・医薬部外品及び医療機器の生産動態統計調査、薬
価調査、医薬品需給状況調査等の委託事業を実施する。・医
薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
る法律に基づく医薬品等製造業許可承認事務及び国家検定
（検査）医薬品の収去等の委託事業を実施する。・後発医薬
品適正使用協議会を開催する。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 毒物劇物指導監視費 毒物劇物指導監視費 1,377 ▲ 4,574
毒物劇物の安全管理に関する基本理念及び責務を明らかに
し、毒物劇物に起因する危害防止に努め、もって県民の保健
衛生の確保を図る。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 医薬分業推進事業費 薬局機能強化事業費 12,013 0

在宅医療の推進のため、医療材料等の供給体制の整備を行
う。
また、病院や薬局における薬剤師の確保のための支援事業を
行う

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部 血液事業推進費 血液事業推進費 2,738 2,738
輸血の安全性向上と、すべての血液製剤の国内自給を早期に
達成するため、献血の推進を図る。

薬物乱用防止と動
物愛護の推進等

健康福祉部
食の安全とくらしの衛生
確保研究推進費

放射能測定調査費 9,264 0
原子力規制庁の委託による環境放射能水準調査を行うことに
より、原子力の平和利用の推進及び放射能障害の防止に役立
てる。

食の安全・安心の
確保

健康福祉部
食の安全食品衛生監視
指導事業

食の安全総合監視指導事業費 13,262 ▲ 53,045

県内の食品関係事業者等に対する高度で専門的な監視指導等
の実施、食品等製造事業者の自主管理体制の支援、食中毒警
報等の情報発信、リスクコミュニケーションの実施、食中毒
及び違反・不良食品対策など食の安全・安心のための総合的
な取組を実施します。
●実施事業
食品衛生営業者への監視指導事業
自主衛生管理推進制度による事業者支援
食中毒予防情報発信及びリスクコミュニケーション事業
食中毒及び違反・不良食品対策
油症患者健康実態調査

食の安全・安心の
確保

健康福祉部 食の安全食肉衛生事業 食の安全食肉衛生事業費 19,937 ▲ 15,381

消費者へ安全な食肉（食鳥肉含む）を提供するため、と畜検
査や食鳥検査を実施するとともに、と畜場や食鳥処理場の衛
生管理を指導します。また、と畜上や食鳥処理場に対し
HACCPの考え方に基づく自主衛生管理を促進します。
・と畜検査及び食鳥検査
・と畜場や食鳥処理場の衛生管理指導
・食肉の収去検査及び施設等の拭き取り検査
・生産現場への精査成績還元
・リスクコミュニケーション事業

食の安全・安心の
確保

健康福祉部 食の安全食品検査事業 食の安全食品検査事業費 32,598 0

消費者に安全な食品を供給するため、県内で生産または流通
する食品について残留農薬、残留動物用医薬品、遺伝子組換
え食品、アレルゲン物質等の検査を行うとともに、検査の信
頼性（ＧＬＰ）を担保し、食の安全・安心確保に取り組みま
す。
実施事業
(1)食品検査：残留農薬検査、残留動物用医薬品検査、環境
汚染物質検査、アレルゲン物質検査、遺伝子組換え食品検査
等
(2)検査の信頼性確保：外部精度管理調査、ＧＬＰ点検、Ｇ
ＬＰ内部精度調査

食の安全・安心の
確保

健康福祉部 食品関係免許事務費 食品関係免許事務費 3,096 ▲ 9,244

調理師及び製菓衛生師の資質の向上を図るため、調理師法及
び製菓衛生師法に基づく調理師及び製菓衛生師試験と免許関
係事務を実施するとともに、養成施設の監視指導を行う。ふ
ぐに起因する食中毒の発生を防止するため、ふぐ取扱講習会
を開催する。
○実施事業
・調理師試験
・製菓衛生師試験
・ふぐ取扱講習会
・調理師及び製菓衛生師養成施設の監視指導
・調理師業務従事届出受理事務

食の安全・安心の
確保

健康福祉部 食品表示指導事業費 食品表示適正化指導事業費 1,441 1,441

食品販売事業者等に対する監視指導や表示に関する情報提供
の取組などを通じて、食品表示に関する法律に基づく食品表
示制度の普及啓発をすすめ、食品表示の適正化を図ります。
また、食品表示法が施行されことを受け、食品販売事業者等
に法律等の周知を図り、法律施行後の適正な運用を図りま
す。

食の安全・安心の
確保

健康福祉部 結核医療費 結核医療費 31,564 8,877

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律」に基づき、結核患者の適正医療および結核患者の入院医
療に要する費用の一部を負担し、結核の予防および結核患者
に対する適正な医療の普及を図ることにより、公共の福祉を
増進する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 結核対策費 結核健康診断補助金 4,883 4,883

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律」第６０条の規定に基づき、集団生活を営む学生、社会福
祉施設入所者に対し定期健康診断を行うために必要な経費の
一部を補助することにより、結核患者の早期発見、結核の予
防推進を図り、公共の福祉を増進する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 結核対策費 結核対策事業費 3,161 2,714

結核患者を減少させると共に結核の蔓延を防ぐため、「感染
症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基
づき、各保健所で実施される患者や接触者への結核対策及び
感染症対策特別促進事業実施要綱に基づく本庁、各保健所で
の結核対策を以下のとおり実施する。
①患者及び接触者への訪問並びに行政検査
②服薬支援事業（ＤＯＴＳ）
③高危険群(高齢者、施設、外国人等)への健康教育
④研修会等への派遣
⑤結核菌特異蛋白血液検査（ＱＦＴ）
⑥結核菌の分子疫学的解析事業

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 防疫対策費 防疫対策事業費 228,401 199,961

「感染症予防及び感染症患者に対する医療に関する法律」
（結核を除く）に基づき、以下の事業を行う。
①入院勧告等を受けた患者に対する医療費の公費負担
②感染症指定医療機関への運営費補助
③患者発生時に実施する保健所での行政検査及び防疫業務
④健康危機管理部会、感染症部会及び予防接種部会の開催
⑤健康危機管理担当職員等の訓練及び研修
⑥感染症患者移送車の維持管理
⑦感染防止消耗品の備蓄
⑧抗インフルエンザウイルス薬の追加備蓄

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 防疫対策費 感染症危機管理システム事業費 1,920 976
ＳＡＲＳ、ＭＡＲＳ、鳥インフルエンザなどの新興再興感染
症の県内での蔓延防止・拡大防止を図るため、感染症の探
知、検査、調査、情報共有等の推進等を図る。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 防疫対策費 保健所検査機能整備事業費 1,610 828

感染症対策の強化、「食の安全・安心」の確保に必要な保健
所検査機能の向上を図る。
●事業内容
①検査技術向上のための研修派遣
②検査機器の保守等

感染症の予防と拡
大防止対策の推進



健康福祉部 エイズ等対策費 エイズ等対策費 11,877 6,001

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律」に基づき、エイズの蔓延防止を図るための事業を展開す
る。エイズ、Ｂ・Ｃ型肝炎、梅毒の検査を実施し、感染拡大
防止の推進を図る。
国の「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」に基づき、ウ
イルス性肝炎患者等の重症化予防の推進を図る。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部
結核・感染症発生動向
調査事業費

結核・感染症発生動向調査事業費 14,728 7,067

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律」に基づき、感染症に関する情報を迅速に収集、解析し、
県民、医療機関へ情報提供を行い、感染症の蔓延を未然に防
止する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 予防接種費 予防接種対策事業費 36,876 13,387

市町が実施する予防接種の指導を行う。また、予防接種セン
ター機能を活用し、予防接種率の向上を図り疾病予防に資す
るとともに、予防接種に関する知識や情報の提供、予防接種
に関する相談を行う。
予防接種による健康被害者の救済を行う。
また、先天性風しん症候群の発生防止のため、風しん抗体検
査事業を実施する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部
感染症対策基盤整備事
業費

感染症対策基盤整備事業費 586 0

感染症発生の早期探知体制を構築し、専門職による効果的な
情報発信と予防啓発活動等を強化し、感染症の蔓延を防止す
る。感染症情報化コーディネーターのスキルアップや感染症
予防普及啓発推進者の養成等地域や各施設で感染症予防対策
を行う人材を育成する。感染症情報システムの効果的な活用
について検討する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 衛生試験研究管理費 衛生試験研究管理費 132,301 132,271

・保健環境研究所の一般的な管理運営に要する経費
・分析機器の精度維持を図るため点検及び修理を行う
・公衆衛生・環境の科学的技術的中核施設機関としての役割
を果たす

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 衛生試験研究管理費 連携・研究推進事業費 2,000 0

企業や大学などと協同して課題解決とさらなる向上に資する
研究プロジェクトを保健環境研究所が主体となって推進す
る。
また、こうした研究プロジェクトの新たな立案等をめざした
研究コーディネートや、研究会活動を支援する。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 衛生試験研究管理費 衛生関係経常試験研究費 405 405

三重県内の生活衛生営業施設を対象に、従来型の塩素系薬剤
(次亜塩素酸ナトリウム)によるレジオネラ属菌への消毒阻害
要因に着目して、現況調査と情報収集を実施します。その
後、得られた情報をもとに、浴用水の衛生管理方法の最適化
に向けた実験的検討を行うとともに、成果物の普及に努める
ことにより、生活衛生営業施設の自主的な衛生管理の推進と
健康被害の未然防止に資するものとします。

感染症の予防と拡
大防止対策の推進

健康福祉部 人権問題研究費 人権問題研究費 896 0
人権問題に対する正しい理解と認識を深めるため、研修及び
啓発を行う。

人権が尊重される
社会づくり

健康福祉部 女性相談所費 女性相談事業費 100,652 52,396

女性相談所の管理運営を行い、ＤＶ被害者からの相談や保
護、自立支援、及び売春防止法に基づく保護更生を行う。ま
た、ＤＶ被害者等の婦人保護施設への入所に関する費用を負
担する。

あらゆる分野にお
ける女性活躍の推
進

健康福祉部
配偶者暴力相談支援セ
ンター事業費

ＤＶ対策基本計画推進事業費 24,006 17,925

「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画（第５次計
画版）」に基づき、市町や民間団体と連携して、被害者相
談・保護・自立支援等を行うとともに、相談員や関係者の資
質向上のための研修会、ＤＶ防止の街頭啓発を実施する。

あらゆる分野にお
ける女性活躍の推
進

健康福祉部
子どもの育ちの推進事
業費

子どもの育ちの推進事業費 16,957 3,364

子どもの育ちや子育て家庭を応援する「みえ次世代育成応援
ネットワーク」などと連携し、各種イベントの実施や、
NPO・団体の取組支援などをはじめとする「みえのこども応
援プロジェクト」を進める。また、子育て家庭を応援するた
め、「子育て家庭応援クーポン協賛店舗」への登録を働きか
ける。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進事業費 市町少子化対策交付金 158,300 0
市町における少子化対策を推進するため、市町が行う結婚に
関する取組等や低所得者の結婚に伴う新生活のスタートに係
る経費を支援する取組に対して財政的支援を行う。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進事業費 少子化対策県民運動等推進事業費 11,123 7,599

結婚したい人が結婚でき、子どもを産みたい人が安心して産
み育てられる地域社会づくりをめざして、「希望がかなうみ
え、子どもスマイルプラン」の進行管理を行うため、多様な
主体の参画を得ながら、少子化対策推進県民会議を開催する
ほか、「みえ・たい３（たいキューブ）・スイッチ」関連イ
ベントを開催する。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進事業費 男性の育児参画普及啓発事業費 3,421 1,711

「みえの育児男子プロジェクト」として、男性の育児参画の
普及啓発や男性同士の交流の機会の提供に加え、イクボスの
推進や男性の育児休暇の促進など、企業の取組を支援すると
ともに、親子での自然体験を通じて子育ての魅力を発信す
る。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進事業費 子育て家庭応援事業費 1,402 701
市町と連携し「子育ち・子育てマイスター養成講座」や「孫
育て講座」を開催するなど、子育て家庭を応援する取組を促
進する。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 子ども・若者対策事業費 子ども・若者対策事業費 31,635 31,350
子どものネット被害が多いことから、携帯電話等販売店への
立入調査等や保護者等への啓発を通して携帯電話等の青少年
のフィルタリングサービス利用の周知等に努める。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 県立児童厚生施設費 みえこどもの城運営事業費 133,942 133,942

大型児童館を運営することにより、県内児童の健全な育成を
すすめる。また、県内児童館の中核施設として、各種研修や
児童館活動の啓発、連絡・調整、支援などの役割を果たすこ
とをめざす。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 母子保健対策費 思春期ライフプラン教育事業費 2,037 1,256

１市町が実施する育児相談やパパママ教室の機会を活用し、
人形等を用いて、赤ちゃんの特徴等説明を受け、実際に赤
ちゃんにふれる体験を行う。
２市町教育委員会や学校と連携し産婦人科医師や助産師等を
外部講師として、一定の学年を定めた市町の全中学校対象に
命の教育セミナーに取り組む。
３未来のパパママ啓発事業中学生を対象に思春期ライフプラ
ン教育用パンフレット等を配布し、正しい知識の普及啓発を
図る。
４ライフプランアドバイザー派遣事業大学や企業、団体と連
携し、大学生や企業等の従業員に対して妊娠出産や性に関す
る正しい知識についての教育・啓発を行う。

少子化対策を進め
るための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進事業費 みえの出逢い支援事業費 143,758 3,511

「みえの出逢いサポートセンター」における出逢いイベント
等の情報提供や、結婚や家族形成に関するポジティブなイ
メージの情報発信を進め、社会全体で結婚を応援する機運を
醸成する。

結婚・妊娠・出産の
支援



健康福祉部 母子保健対策費 先天性代謝異常等検査費 36,610 6,298

フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性副腎過
形成症・先天性甲状腺機能低下症は心身障がいの発生原因と
なり、放置すると知的障がい等の症状をきたす。そこで、新
生児に対する血液によるマス・スクリーニング検査を行い、
異常を早期に発見・治療することにより、障がいを予防す
る。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 母子保健対策費 不妊相談・治療支援事業費 496,570 262,421

特定不妊治療（男性不妊治療を含む）の助成を行うととも
に、特定不妊治療費の上乗せ助成、第２子以降の不妊治療、
不育症治療および一般不妊治療（人工授精）への助成を行
う。また、不妊症看護認定看護師資格取得を促すため、資格
取得にかかる費用の一部を助成する。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 母子保健対策費 産後ケア事業費 1,723 1,723

産院退院直後の支援が必要な産婦を対象に心身のケアや育児
のサポートを行う「産後ケア事業」の費用の一部を助成する
ことにより、安心して子どもを生み育てられる環境を整え
る。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 母子保健対策費
出産・育児まるっとサポートみえ推
進事業費

4,086 3,035

各市町の実情に応じた母子保健体制の整備に向け、母子保健
活動の核となる人材の育成、妊娠届出時アンケートの評価等
を通じた関係機関との連携強化、母子保健体制構築アドバイ
ザーによる各市町の現状分析や情報提供等を通じて市町を支

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 児童援護費 身体障がい児等援護費 18,872 18,872
身体に障がいのある児童に対する日常生活能力を得るために
必要な医療の給付に係る費用の一部を負担する。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 児童援護費 小児慢性特定疾病対策事業費 477,533 239,013

治療が困難でかつ長期にわたる療養が必要であるため医療費
の負担も高額になり、児童の健全な育成が阻害されるおそれ
のある小児慢性特定疾病について、その疾病の治療研究を促
進し医療を確立・普及するとともに、患者家族の負担を軽減
する等の取組を実施します。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 未熟児等援護費 未熟児等援護費 22,207 22,201
病院または診療所に入院して養育する必要のある未熟児に対
する医療の給付にかかる費用の一部を負担する。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 保健所関係母子対策費 健やか親子支援事業費 1,951 1,680
「健やか親子いきいきプランみえ」に基づき、妊娠期からの
切れ目のない母子保健対策を推進する。

結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 低所得者等援護対策費
生活困窮家庭の子どもの学習支援
事業費

5,207 2,604
生活困窮家庭（生活保護受給世帯を含む。）の子どもを対象
に、高校進学等を目標に学習支援を行うことにより、貧困の
連鎖の防止を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 療育環境整備事業費
三重県立子ども心身発達医療セン
ター整備事業費

782,155 800
三重県立子ども心身発達医療センターの開設に向け、機器整
備を行うとともに、運営面での準備を進める。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 少子化対策推進事業費 親の学び応援事業費 7,163 4,367

親同士が子育ての悩みや思いを語り合い、交流する「子育て
はっぴぃパパ・ママワーク」を市町と連携して開催するとと
もに、企業や団体と連携し、父親等を対象に子育てに関して
考える場づくりを促進したり、県内の幼稚園や保育所等にお
ける野外体験保育が充実するよう取組支援などを行う。ま
た、平成２８年度に策定する「家庭教育の充実に向けた応援
戦略」に基づき、家庭教育に関する理解や家庭で取り組むコ
ンテンツ等の普及を進めるための啓発を行うとともに、市町
の取組への支援を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
特別児童扶養手当法施
行事務費

特別児童扶養手当法施行事務費 8,895 524
身体又は精神に中度以上の障がいを有する児童で、日常生活
において介護を必要とする20歳未満の児童を家庭で監護して
いる者に対して、特別児童扶養手当を支給する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
障がい者地域生活支援
事業費

発達障がい児への支援事業費 1,471 734

発達障がい児等に対する重層的な支援体制の構築をめざし
て、市町における専門人材の育成支援に取り組むとともに、
「ＣＬＭと個別の指導計画」の保育所・認定こども園・幼稚
園への導入促進に向けて、研修会の開催等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
県立障がい児（者）福祉
施設等事業費

草の実リハビリテーションセンター運
営費

27,240 8,893
四肢・体幹の機能に障がいを有する小児に対する療育を行う
草の実リハビリテーションセンターの運営を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 教育・保育給付事業費 3,359,637 3,359,637
保育所や認定こども園等に対し、市町が支弁する施設型給付
費や地域型保育給付費の負担等をすることにより、幼児教
育・保育の総合的な提供等を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費
安心こども基金保育基盤整備事業
費

734,096 0
国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金により造成
した三重県安心こども基金を活用し、保育所等の計画的な整
備を行う市町に対し補助を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 保育専門研修事業費 9,409 5,275

多様化・高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用
保育士に対する研修や、保育現場で求められる専門性の向上
に向けた研修等を行うとともに、市町が実施する研修への支
援等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 三重県安心こども基金積立金 10 0
国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金を活用して
造成した三重県安心こども基金の利子を積み立てる。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費
子ども・子育て支援事業支援計画検
証等事業費

788 788
三重県子ども・子育て会議を開催し、「三重県子ども・子育
て支援事業支援計画」の達成状況の点検や評価を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 保育対策総合支援事業費 27,187 4,387

潜在保育士の復帰支援や職場環境の改善研修等に取り組む保
育士・保育所支援センター事業に加え、保育士修学資金貸付
や潜在保育士就職準備金貸付を行うとともに、障がい児受入
のための環境整備や家庭環境に配慮が必要な児童のための保
育士加配等を支援することにより、待機児童の解消や保育基
盤の整備等を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費 放課後児童対策事業費補助金 656,961 615,641

放課後児童クラブの運営・施設整備や、ひとり親家庭の利用
料への支援を行うとともに、放課後児童クラブ支援員への県
認定資格研修等を実施することにより、放課後児童の健全育
成に努める。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費
次世代育成支援特別保育推進事業
補助金

42,316 38,316
待機児童となりやすい低年齢児のための保育士加配や病児・
病後児保育の施設整備等を支援することにより、子育て家庭
の多様なニーズに対応した保育サービスを充実する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費 地域子ども・子育て支援事業費 462,781 462,781
すべての子育て家庭および子どもを対象として、地域の実情
に応じたさまざまな子ども・子育て支援（地域子ども・子育
て支援）を実施する市町を支援する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育士養成費 保育士登録事務費 3,669 ▲ 533
保育士となる資格を有する者に保育士証を交付するととも
に、登録簿に記載し管理を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童扶養手当事業費 児童扶養手当事業費 664,687 443,125
父母等の離婚などにより、父又は母と生計を同じくしていな
い児童を養育しているひとり親家庭等の生活安定と自立を助
け、児童の福祉の増進を図るため児童扶養手当を支給する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
放課後子ども教室推進
事業費

放課後子ども教室推進事業費 43,622 20,083
放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくり
の推進を図るため、放課後子ども教室の設置や運営の支援を
行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童手当事業費 児童手当事業費 4,500,692 4,500,692
児童手当法に基づき、市町が支給する児童手当について、費
用を負担する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
母子・父子自立支援員
設置事業費

母子・父子自立支援員設置事業費 13,717 13,661
母子・父子自立支援員を設置し、母子・父子家庭及び寡婦の
相談に応じ、自立に必要な情報提供及び指導等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費 母子・父子福祉センター運営事業費 13,000 7,508

母子・父子家庭の福祉を増進するため、三重県社会福祉会館
に母子・父子福祉センターを設置する。また、母子家庭等の
自立促進を図るため、母子家庭の母・父子家庭の父・寡婦に
対し、各種相談事業や就業支援事業等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費
ひとり親家庭等日常生活支援委託
事業費

10,089 3,363

市町が実施するひとり親家庭に育つ子どもたちの学習をサ
ポートするボランティアによる学習支援に対し、事業費の一
部を補助する。また、市町が実施するひとり親家庭に家庭生
活支援員を派遣するひとり親家庭日常生活支援事業に対し、
事業費の一部を補助する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実



健康福祉部 ひとり親家庭等対策費
母子父子寡婦福祉資金貸付金シス
テム保守委託事業費

2,977 2,977
母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付、償還等を管理する
母子父子寡婦福祉資金貸付金システムに係る保守業務を行
う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費
母子・父子自立支援プログラム事業
費

390 88

ひとり親家庭の母または父が、指定教育訓練講座を受講する
場合や、高等学校卒業程度認定試験のための講座を修了した
場合等に受講費用の一部を支給する。
また、継続的な自立・就業支援のため、個別の支援プログラ
ムを策定する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費
母子及び父子並びに寡婦福祉資金
貸付事業特別会計繰出金

11,000 11,000
母子父子寡婦福祉資金貸付金及び事務費の財源とするため、
一般会計から繰出を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費 一人親家庭自立支援事業費 23,843 5,961
養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得をめざすひとり
親家庭の親に対し、高等職業訓練促進給付金を支給する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等対策費 子どもの貧困対策推進事業費 743 743

「三重県子どもの貧困対策計画」に基づき、子どもの貧困対
策の推進を図るため、子どもの貧困対策の好事例の収集や情
報共有を行い、県、市町、関係団体等の連携を深め、各地域
の実情に応じた多様な支援体制の整備や機運醸成を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
小児心療センターあす
なろ学園諸費

小児心療センターあすなろ学園諸費 30,232 30,232 小児心療センターあすなろ学園事業特別会計への繰出金。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
聴覚障がい児早期発見
療育推進事業費

聴覚障がい児早期発見療育推進事
業費

638 638

聴覚障がい児の早期発見早期療育を推進するため、関係機関
と連携し聴覚障がい児に対する療育や相談、助成等を行うこ
とにより、聴覚障がい児の健全な発達を支援し、保護者の子
育てに対する不安感の解消を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
子ども心身発達医療セ
ンター諸費

子ども心身発達医療センター諸費 982,221 982,221
三重県子ども心身発達医療センター事業特別会計への繰出
金。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 私立幼稚園振興費 私立幼稚園振興等補助金 1,505,559 1,302,586
幼児教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービ
スが充実されるよう、私立幼稚園への支援を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 私立幼稚園振興費 私立幼稚園教育関連事業費補助金 128,386 65,867

心身障がい児が通園する私立幼稚園に対して助成を行うこと
により、障がい児教育を推進する。また、私立幼稚園が行
う、保護者や地域の方を対象とした子育て支援活動や預かり
保育を支援する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 私立幼稚園振興費 認定こども園等整備事業費 310,764 904

認定こども園の施設整備や認定こども園等における幼児教育
のための環境整備に要する経費の一部を交付するとともに、
新任保育教諭に対する研修を実施して、認定こども園の基盤
整備を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童措置費 児童保護措置費等負担金 34,948 32,985
市町福祉事務所が行う「母子保護の実施」及び「助産の実
施」に要する費用の一部を負担する。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部 児童措置費 児童入所施設措置費 3,002,959 1,490,583

養育・保護を必要とする児童、経済的理由により助産を必要
とする妊産婦、保護を必要とする母子等を児童福祉施設に措
置、または里親に委託した場合、これに要する費用を支弁す
る。また、要保護児童の診療・調剤報酬公費負担分につい
て、明細書の審査および報酬の支払を社会保険診療報酬支払
基金および国民健康保険団体連合会に委託する。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部 国児学園費 国児学園運営費 51,539 24,032 国児学園の管理運営を行う費用。
児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
児童虐待防止総合対策
事業費

児童虐待等相談対応力強化事業費 654 517

子どもを虐待から守る条例に基づき、毎年11月の「子ども虐
待防止啓発月間」を中心とした啓発活動を実施し、県内の児
童虐待防止に対する気運の醸成を図る。また、県要保護児童
対策協議会において県内の要保護児童に関係する各機関と
の、児童虐待対応協力基幹病院連絡会議において小児科を中
心とする医療機関との連携を強化する。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
児童虐待防止総合対策
事業費

家族再生・自立支援事業費 2,024 1,178

入所児童の自立支援や家庭復帰に向け、児童の支援を行う人
材の育成を支援するとともに、施設等の退所者が施設等に帰
省した際の経費の補助や安定した生活基盤を確保するための
家賃や生活費等の貸付を行う。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
児童虐待防止総合対策
事業費

児童虐待法的対応推進事業費 42,469 36,754

児童相談所の法的対応、介入型支援を強化し、児童虐待に的
確に対応するため、アセスメントの適確な運用を行うととも
に、医療現場での児童虐待の早期発見・対応につなげるた
め、医療従事者を対象とした研修の充実を図る。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
児童虐待防止総合対策
事業費

市町児童相談体制支援推進事業費 2,915 1,468
市町との継続した定期協議を実施し、要保護児童対策地域協
議会の運営強化のためのアドバイザー派遣などを行うととも
に、市町職員対象の研修の充実を図る。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
児童虐待防止総合対策
事業費

家庭的養護推進事業費 90,019 26,746

「三重県家庭的養護推進計画」に基づき、里親リクルートを
目的とした里親制度にかかる説明会の開催等県民への啓発に
取り組む。また、里親支援専門相談員等との連携により、里
親支援の充実を図ることにより、里親・ファミリーホームへ
の委託を推進する。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部 児童相談センター費 管理運営費 58,920 58,710 児童相談センター及び児童相談所の管理運営を行う。
児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部 児童相談センター費 児童一時保護事業費 128,995 70,793

被虐待児童等を児童相談所に併設する一時保護所にて保護
し、児童の安全を図るとともに、専門職による心のケアなど
を行う。また、乳幼児や治療を必要とする被虐待児童等に対
して、医療機関等への一時保護委託を実施しケアを行う。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部 母子保健対策費
若年層における児童虐待予防事業
費

3,299 2,142

医療・保健・教育・ＮＰＯ団体等が連携し思春期保健事業に
取り組むための課題の検討と研修会を実施する。また、「予
期せぬ妊娠『妊娠レスキューダイヤル』」の専門相談を引き
続き開設し、若年層における児童虐待の未然防止を図る。

児童虐待の防止と
社会的養護の推進

健康福祉部
障がい者社会活動推進
事業費

障がい者スポーツ推進事業費 64,757 58,116

平成33年の第21回全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大
会）に向けて、選手の練習環境の整備、選手の遠征の支援、
団体競技予選会の誘致や障がい者スポーツ指導員の養成等に
取り組みます。また、国内外の大会で活躍できる選手を育成
するため、選手への練習プログラムの提供等を行うととも
に、東京オリンピック・パラリンピック事前キャンプ地誘致
に向けて、県内施設での競技団体の合宿や世界大会等の大規
模大会の誘致を図ります。

地域スポーツと障
がい者スポーツの
推進

健康福祉部
メディカルバレー推進事
業費

メディカルバレー産学官民連携事業
費

651 651

メディカルバレー構想第４期実施計画を推進するため、県内
産学官民組織および県雇用経済部等、関係部局と連携して、
メディカルバレー推進代表者会議等、各種会議を開催・運営
し、産学官民連携体制の充実や情報発信・収集等の取組を行
います。

ものづくり・成長産
業の振興

健康福祉部
みえライフイノベーション
総合特区推進事業費

みえライフイノベーション総合特区促
進プロジェクト事業費

24,717 19,681

医療機器・医薬品等の製品開発や販路開拓の促進のため、
MieLIP等との連携による企業マッチング等を実施するととも
に、薬用植物の産地形成に向けた環境整備のための支援を行
います。また、認知症ケアを見据えた製品・サービスの創出
のため、認知症の人やその家族、医療・介護関係者、企業等
が意見交換できる仕組みを構築し、介護する側に加えて認知
症の人自身にも目を向けた生活支援機器等の開発を支援する
とともに、製品等の改良・開発につなげるためのニーズ収集
や販路開拓等の支援を行います。

ものづくり・成長産
業の振興

健康福祉部 給与費 人件費 2,911,725 2,790,889 健康福祉部職員に係る人件費（民生費関係） 人件費
健康福祉部 給与費 人件費 3,570,370 3,083,099 健康福祉部職員に係る人件費（衛生費関係） 人件費
健康福祉部 社会福祉関係総務費 交際費 294 294 健康福祉部長、医療対策局長及び子ども・家庭局長の交際費 その他


